
　

　
　

第18期定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

　
　

　
　
　

● 連結計算書類の連結注記表 1

● 計算書類の個別注記表 11

（平成27年６月１日から平成28年５月31日まで）
　

　

　

タマホーム株式会社

本事項につきましては、法令および定款第15条に基づき、インターネット上の当社のウェブサイト
（http://www.tamahome.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表
（平成

平成
27
28
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

　
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項】
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 28社（すべての子会社）
主要な連結子会社の名称
タマ・アド株式会社
タマリビング株式会社
タマファイナンス株式会社
在住ビジネス株式会社
新規に設立したタマホーム不動産株式会社、タマホテルズ株式会社、株式会社

日本の森と家を当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法非適用の関連会社名
株式会社エンパワーメント
持分法非適用関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響がないため、

持分法の適用から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
Tama Global Investments Pte. Ltd. ２月29日 ※１
TAMA HOME AMERICA LLC ２月29日 ※１
Aloha Kai Development LLC ２月29日 ※１
Tama Global Investments (Cambodia) Ltd. ２月29日 ※１
Tama Home (Cambodia) Ltd. ２月29日 ※１
玉之家（天津）環境技術有限公司 12月31日 ※２
TAMA HOME AMERICA(KALAKAUA
GARDENS)LLC ２月29日 ※１
TAMA HOME AMERICA(PACIFIC
HEIGHTS)LLC ２月29日 ※１

PACIFIC HEIGHTS DEVELOPMENT LLC ２月29日 ※１
玉之家建筑諮詢(武漢)有限公司 12月31日 ※２
玉福多國際有限公司 ３月31日 ※１
Tama Home Insurance Co., Ltd. ２月29日 ※１
玉富多（上海）餐食管理有限公司 12月31日 ※２
※１ 連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。
※２ ３月31日現在で実施した本決算に準じた仮決算に基づく財務諸表を使用し
ております。
なお、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調
整を行なっております。
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４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
満期保有目的の債券 …………………償却原価法（定額法）
その他有価証券
時 価 の あ る も の…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

時 価 の な い も の…………………移動平均法による原価法（投資事業有
限責任組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなさ
れるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能
な直近の計算書類を基礎とし、持分相
当額を取り込む方法）

②デリバティブ
時価法

③たな卸資産
未 成 工 事 支 出 金……個別法による原価法
販売用不動産及び仕掛販売用不動産……個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

そ の 他 の た な 卸 資 産……主として移動平均法による原価法（貸
借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに
平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法)を採
用しております。なお、事業用定期借地権が設定されている借地上の構築物及び
機械装置については、当該借地契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ７ ～50年
機械装置及び運搬具 ４ ～20
工 具 器 具 ・ 備 品 ２ ～20

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有

の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　
（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。
②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見
込額を計上しております。
③完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の補償
見込額を過去の補償割合に基づいて計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準については、当連結会計年度末まで
の進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの
を除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、
その他の工事については工事完成基準を採用しております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
イ ヘッジ手段･･･為替予約
　 ヘッジ対象･･･外貨建金銭債務
ロ ヘッジ手段･･･金利スワップ
　 ヘッジ対象･･･借入金利息

③ヘッジ方針
デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引権限及び取

引限度額を定めた社内管理規程を設け、為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジ
しております。
また、借入金に係る金利変動リスクをヘッジするため金利スワップ契約を締結

しております。
④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー又は相場変動を四半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にし
て、ヘッジ有効性を評価することとしております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略

しております。
　
（6）のれんの償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却で行っております。

（7）消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．会計方針の変更
　(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下
「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第
22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関
する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計
基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社
に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関
連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま
た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理
の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結
計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変
更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結
会計基準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取
扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しておりま
す。
これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

　
　(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度
に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償
却方法を定率法から定額法に変更しております。
これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響は軽微であります。
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【連結貸借対照表に関する注記】
　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 413百万円
受取手形・完成工事未収入金等 91
販 売 用 不 動 産 2,499
仕 掛 販 売 用 不 動 産 7,913
建 物 及 び 構 築 物 3,866
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 3,996
土 地 7,446
そ の 他 18

計 26,244
（2）担保に係る債務

短 期 借 入 金 2,089百万円
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 200
１年内返済予定長期借入金 5,978
社 債 300
長 期 借 入 金 13,756
そ の 他 140

計 22,464
　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,505百万円
　
　3. 保証債務

当社の顧客である住宅購入者の金融機関からの借入債務に対する保証
2,113百万円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
　1. 発行済株式の種類及び総数
　

発行済株式の種類当連結会計年度期首株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

普 通 株 式 30,055,800株 ―株 ―株 30,055,800株
　

　2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成27年８月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 300 10.0平成27年５月31日 平成27年８月28日
　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
　 計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の
種類

配当金の
総額(百万円) 配当の原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年８月30日
定 時 株 主 総 会普通株式 300利益剰余金 10.0 平成28年５月31日 平成28年８月31日
　

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調
達については銀行借入による方針であります。デリバティブは、投機的な取引は
行なわない方針であります。
　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒され
ております。当該リスクに関しては、当社グループの社内規程に従い各現場の管
理部門が定期的にモニタリングし、残高管理を行ないリスク低減を図っておりま
す。
投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の

把握を行っております。
　営業債務である支払手形・工事未払金は、そのほとんどが１年内の支払期日で
あります。
　社債及び借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であります。
　なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行なうこととしてお
ります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額(※) 時 価(※) 差 額

（1） 現金及び預金
（2） 受取手形・完成工事未収入金等
（3） 営業貸付金
（4） 投資有価証券
（5） 長期貸付金

26,566
1,466
2,142
62
85

26,566
1,466
2,137
62
95

―
―
△4
―
10

（6） 支払手形・工事未払金等
（7） 短期借入金
（8） 未払法人税等
（9） 社債
（10）長期借入金

（19,149）
（6,398）
（541）
（500）

（22,025）

（19,149）
（6,398）
（541）
（500）

（21,997）

―
―
―
―

△28
　

（※）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
（1）現金及び預金並びに（2）受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

（3）営業貸付金
営業貸付金については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行なった場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（4）投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。

（5）長期貸付金
長期貸付金については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行なった場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（6）支払手形・工事未払金等、（7）短期借入金及び（8）未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
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（9）社債及び（10）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の社債発行又は新規借入を行な
った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、上
記表にはいずれも１年以内に償還・返済予定のものを含んでおります。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,193百万円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券」には含めておりません。

　
【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 442円96銭
１株当たり当期純損失 14円84銭

【重要な後発事象に関する注記】
　該当事項はありません。
　

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年08月05日 16時56分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



個 別 注 記 表
（平成

平成
27
28
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

　
【重要な会計方針】
　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

満 期 保 有 目 的 の 債 券…………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法

　 その他有価証券
時 価 の あ る も の…………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時 価 の な い も の…………………移動平均法による原価法（投資事業有
限責任組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなさ
れるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能
な直近の計算書類を基礎とし、持分相
当額を取り込む方法）

　
　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

未 成 工 事 支 出 金……個別法による原価法
販売用不動産及び仕掛販売用不動産……個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

材 料 貯 蔵 品……移動平均法による原価法（貸借対照表
価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

　
　3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並び
に平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法)
を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ７ ～50年
構 築 物 10～45
工 具 器 具 備 品 ２ ～20

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年08月05日 16時56分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所
有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込
額を計上しております。

（3）完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の補
償見込額を過去の補償割合に基づいて計上しております。

（4）関係会社事業損失引当金
　関係会社に対する投資等の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及
び貸付金額等を超えて負担が見込まれる額を計上しております。

　5. 収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準については、当事業年度末までの進
捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除
く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その
他の工事については工事完成基準を適用しております。

　6. 消費税等の会計処理
　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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【貸借対照表に関する注記】
　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 60百万円
販 売 用 不 動 産 2,499
仕 掛 販 売 用 不 動 産 7,913
建 物 3,737
土 地 7,446

計 21,656
（2）担保に係る債務

短 期 借 入 金 2,089百万円
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 200
１年内返済予定長期借入金 5,711
社 債 300
長 期 借 入 金 10,356
そ の 他 140

計 18,797
　
2. 有形固定資産の減価償却累計額 10,825百万円
　
　3. 保証債務
（1）当社の顧客である住宅購入者の金融機関からの借入債務に対する保証

4,109百万円
（2）関係会社の金銭債務に対する保証 4,148百万円
　

　4. 関係会社に対する金銭債権及び債務
　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する金銭債権及
び債務は次のとおりであります。
短 期 金 銭 債 権 210百万円
短 期 金 銭 債 務 2,350

　
【損益計算書に関する注記】
　関係会社との取引高
売上高 229百万円
営業費用 6,098
営業取引以外の取引高 261
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【税効果会計に関する注記】
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　 一括償却資産 8百万円
　 貸倒引当金 582
　 減損損失 317
　 未払事業税 48
　 未払社会保険料 32
　 未払賞与 154
　 賞与引当金 71
　 完成工事補償引当金 327
　 資産除去債務 330
　 関係会社株式評価損 449
　 その他 325
繰延税金資産小計 2,649
評価性引当額 △1,808
繰延税金資産合計 841

繰延税金負債
　 資産除去債務 △107百万円
　 その他有価証券評価差額金 △2
繰延税金負債合計 △109

繰延税金資産の純額 731百万円
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【関連当事者との取引に関する注記】
　子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種 類 会社等の
名 称

議決権の
所 有
（被所有）
の 割 合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注）7 科目 期末残高
（注）7

子会社 タ マ ・
ア ド ㈱ 直接100

資金の貸借
広告宣伝の委託
役員の兼任

資金の貸借
取引（注）1 873 預り金 901

広告宣伝等の
取引（注）2 3,109 未払金 159

子会社 タ マ
リビング㈱ 直接100

資金の貸借
家具・建築資材の購入
役員の兼任

資金の貸借
取引（注）1 4,177 預り金 758

子会社 タマファイナ ン ス ㈱ 直接100
つなぎ融資資金の供給
役員の兼任

資金の貸付
（注）3 1,000 関係会社

短期貸付金 ―

貸付金の回収 1,000

利息の受取
（注）3 4 未収利息 ―

債務の保証
（注）4 4,120

子会社 タマホーム沖 縄 ㈱ 直接100
資金の貸借
役員の兼任

資金の貸借
取引（注）1 1,131 預り金 4

子会社 ジャパンウッド㈱ 直接100 資金の貸付役員の兼任
資金の貸付
（注）5 800 関係会社

長期貸付金 886

子会社 在住ビジネス㈱ 直接100
資金の貸借
地盤保証等の取引保証
役員の兼任

資金の貸借
取引（注）1 4,536 預り金 272

地盤保証等の保証取引 1,960 工事未払金 183

子会社 Tama Global
Investments Pte.Ltd. 直接100

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注）6 297 関係会社

長期貸付金 1,050

利息の受取
（注）6 58 未収利息 29
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 資金の貸借取引は平成21年11月より導入しておりますキャッシュ・マネジメント・システ

ム（ＣＭＳ）によるものであります。
なお、上記各社の利息につきましては、市場金利を勘案して決定しております。

2. タマ・アド㈱に対する取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。
3. タマファイナンス㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返
済条件は期間3か月の一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

4. タマファイナンス㈱の金融機関借入金に対し債務保証をしております。
5. ジャパンウッド㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済
条件は期間6か月の一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。ジャパ
ンウッド㈱の貸付金について、貸倒引当金を886百万円設定しております。なお、当事業年
度において127百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

6. Tama Global Investments Pte.Ltd.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して
決定しており、返済条件は期間6年の一括返済としております。なお、担保は受け入れてお
りません。

7. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
　
【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 419円60銭
１株当たり当期純損失 18円46銭
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